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補足 7-2

第 1 表 インターロック概要 

原子炉水位 基準水位との差 主要なインターロック 

Ｌ８： 

原子炉水位高（レベル８） 
＋1,400mm 

原子炉隔離時冷却系自動停止 

高圧炉心スプレイ系注入弁閉止 

Ｌ５６ ＋900mm 通常運転水位 

Ｌ３： 

原子炉水位低（レベル３） 
＋300mm 

原子炉スクラム 

非常用ガス処理系自動起動 

Ｌ２： 

原子炉水位異常低下（レベル２） 
－950mm 

原子炉隔離時冷却系自動起動 

高圧炉心スプレイ系自動起動 

主蒸気隔離弁閉止 

再循環ポンプトリップ 

Ｌ１： 

原子炉水位異常低下（レベル１） 
－3,800mm 

低圧注水系自動起動 

低圧炉心スプレイ系自動起動 

自動減圧系タイマー作動※

ＴＡＦ： 

燃料有効長頂部 
－4,248mm （燃料有効長頂部） 

※：ドライウェル圧力高信号とのアンド条件で作動 
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補足 8-1 

8. 炉心損傷前の原子炉の減圧操作について 

1. 原子炉の手動減圧操作 

炉心損傷前の原子炉の手動減圧操作には，原子炉圧力容器への熱

応力の影響を考慮し，原子炉冷却材温度変化率 55℃／h 以下を監視

しながら実施する「通常の減圧」と，事故時において逃がし安全弁 7

弁を開放することにより原子炉を急速に減圧する「急速減圧」があ

る。 

各減圧操作は，低圧で原子炉へ注水可能な手段を確保した上で，

以下のとおり判断して実施する。 

1.1 通常の減圧操作 

通常の減圧操作は，プラント通常起動／停止時及び事故対応中で

急速減圧操作の条件が成立していない場合において適用する。 

本操作は，主復水器が使用できる場合には，タービンバイパス弁

を用いて原子炉の発生蒸気を復水器へ，主復水器が使用できない場

合には，逃がし安全弁を間欠で用いてサプレッション・プールへ導

くことで原子炉の減圧を行う。 

1.2 急速減圧操作 

急速減圧操作は，事故対応中において以下のような場合に，逃が

し安全弁 7 弁を順次開放することにより実施する。 

①高圧注水機能喪失等により原子炉水位が低下し，低圧注水機能

により原子炉への注水を速やかに行う場合 

②高圧注水機能により原子炉水位が緩やかに上昇しているが，炉

コメント No.147-04,148-19,20, 

150-29,42 に対する回答 
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補足 8-2 

心露出（原子炉水位が燃料有効長頂部以下）の時間が最長許容

炉心露出時間を上回った場合 

③原子炉水位不明が発生し，低圧の注水機能により原子炉圧力容

器を満水にする場合 

④インターフェイスシステムＬＯＣＡが発生し，中央制御室から

の遠隔隔離に失敗した場合 

また，以下の場合で減圧操作に時間余裕がある場合は，減圧によ

る格納容器への熱負荷に留意し，格納容器圧力及び温度を監視しな

がら逃がし安全弁 7 弁を順次開放するが，原子炉冷却材温度変化率

55℃／h 以下は適用されない。 

⑤サプレッション・プール熱容量制限に到達した場合 

⑥格納容器圧力を約 245kPa[gage]以下に維持できない場合 

⑦ドライウェル温度が約 171℃に到達した場合 

⑧サプレッション・プール水位が通常水位＋6.270ｍに接近又は

通常水位－50 ㎝以下となった場合 

本操作は，自動減圧機能付き逃がし安全弁（以下「ＡＤＳ弁」と

いう。）「7 弁」を順次手動開放することを第一優先とする。 

それができない場合は，ＡＤＳ弁以外の逃がし安全弁（以下「Ｓ

ＲＶ」という。）を含めた「7 弁」を順次手動開放する。 

さらに，それもできない場合は，急速減圧に必要な最小弁数であ

る「1 弁」以上を手動開放することにより急速減圧する。ＳＲＶによ

る減圧ができない場合は，代替の減圧手段を試みる。 

なお，急速減圧に必要な最小弁数「1 弁」は，残留熱除去系（低圧

注水系）1 台による原子炉注水を仮定した場合に燃料被覆管最高温度
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補足 8-3 

が 1,200℃以下に抑えられることを条件として設定している。 

急速減圧操作の概要は第 1 図のとおり。 

第 1 図 急速減圧操作概要 

2. 原子炉の自動減圧 

1.のような運転員による手動操作がない場合でも，事故事象を収

束させるための原子炉減圧として，自動減圧系及び過渡時自動減圧

回路の 2 つがある。逃がし安全弁の機能を第 1 表に整理するととも

に，概要を以下に示す。 

なお，原子炉停止機能喪失（ＡＴＷＳ）の場合は，原子炉の自動

代 替 減 圧 手 段

急 速 減 圧 条 件 成 立

ADS 弁  

全 弁 順 次 開 放  

急 速 減 圧

AD S + S R V  

7 弁 ま で  

追 加 開 放  

AD S + S R V  

1 弁 以 上 開 放  

N o

N o  

Ye s

Ye s

Ye s

N o  

※：こ れ ら の 条 件 成 立 に よ り 急 速 減 圧 を 実 施 す る 場 合 は ，

減 圧 に よ る 格 納 容 器 へ の 熱 負 荷 に 留 意 し ，格 納 容 器 圧

力 及 び 温 度 を 監 視 し な が ら 実 施 す る 。  

①高圧注水機能

喪失による原

子炉水位低下

③ 原 子 炉 水

位 不 明

⑤Ｓ／Ｐ熱容量

制限到達※ 

⑦ドライウェル

最高使用温度

到達※

② 最 長 許 容

炉 心 露 出

時 間 超 過
④ＩＳＬＯＣＡ

⑥格納容器最高

使用圧力到達※

⑧Ｓ／Ｐ水位制

限値到達※
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減圧により低温の水が注水されることを防止するため，運転員の判

断により自動減圧を阻止するための操作スイッチがある。 

2.1 自動減圧回路（第 2 図） 

非常用炉心冷却系の一部であり，高圧炉心スプレイ系のバックア

ップ設備として，ＡＤＳ弁を開放し原子炉圧力を速やかに低下させ，

低圧注水系の早期注水を促す。 

具体的には，「原子炉水位異常低下（レベル１）」及び「格納容器

圧力高」信号が 120 秒間継続し，低圧炉心スプレイ系又は残留熱除

去系（低圧注水系）が運転中であれば，ＡＤＳ弁 7 弁が開放する。 

2.2 過渡時自動減圧回路（第 2 図） 

非常用炉心冷却系の自動減圧機能が動作しない場合においても，

炉心の著しい損傷及び格納容器の破損を防止する。 

自動減圧回路の動作信号のうち，格納容器圧力高信号が成立しな

くても，原子炉の水位が低い状態で一定時間経過した場合は，残留

熱除去系（低圧注水系）等の起動を条件に過渡時自動減圧回路は動

作する。 

具体的には，原子炉水位異常低下（レベル１）信号が 10 分間継続

し，低圧炉心スプレイ系又は残留熱除去系（低圧注水系）が運転中

であれば，過渡時自動減圧機能付き逃がし安全弁 2 弁が開放する。 

過渡時自動減圧回路は，原子炉水位異常低下（レベル１）に「10

分間」の時間遅れを考慮して，炉心損傷に至らない台数を検討した

結果，1 弁を開放すれば炉心損傷の制限値（燃料被覆管 1,200℃以下，

被覆管酸化割合 15％以下）を満足するため，余裕として 1 弁を追加

して 2 弁と設定した。 
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第 1 表 逃がし安全弁機能一覧 

弁番号 

機   能  

逃がし弁機能 安全弁機能 自動減圧回路 
過渡時 

自動減圧回路 

(A)(D)(E)(G)(J)(M) 

(N)(P)(S)(U)(V) 
○  ○  ―  ―  

(F)(H)(K)(L)(R) ○  ○  ○  ―  

(B)(C) ○  ○  ○  ○  

第 2 図 自動減圧機能論理回路 
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15．事象発生時の状況判断について 

有効性評価では，事象発生後はプラント状況の確認と状況判断のみを行う

こととし，事故対応操作は原則「事象発生後 10 分」から開始するものとして

いる。具体的には，事象発生後「10 分」は，起因事象の確認，原子炉スクラ

ム・タービントリップ確認，非常用炉心冷却設備等の自動起動状態の確認，

外部電源喪失の確認等を行う。状況判断を行った「事象発生後 10 分」以降か

らは自動起動失敗した非常用炉心冷却設備の手動起動操作を含めた事故対応

操作を開始するものとしている。ここでは第 1 図から第 14 図に示すとおり，

「事象発生後 10 分」間で余裕をもって状況判断ができることを示す。なお原

子炉停止機能喪失事象については，スクラムに失敗する事象であり，その場

合は事象緩和のために，手動で原子炉の停止操作を行う必要があるため，ス

クラム失敗判断後から事故対応操作を行うこととしている。また，以下の事

象については，「事象発生 10 分間」の後，連続して事故対応を行うものでは

ないため，ここでの整理の対象外としている。 

・想定事故１ 

・想定事故 2 

・崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系の故障による停止時冷却機能喪失）

・原子炉冷却材の流出（停止時）

・反応度の誤投入（停止時）

コメント No.147-09 に対する回答 
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第 1図 高圧・低圧注水機能喪失（ＴＱＵＶ）の状況判断

給水流量の全喪失

（外部電源喪失）

【解析上の時間】【実操作】

「0 秒」 

「約 9 秒後 」 

「約 1 分後」

「約 3 分後」

「約 5 分後」

原子炉スクラム・

タービントリップ確認

原子炉水位低

（レベル３）到達

「約 20 秒後 」

「原子炉水位異常低下

（レベル２）」

高圧注水機能作動値に到達

原子炉隔離時冷却系

自動起動失敗確認

高圧炉心スプレイ系

自動起動失敗確認

外部電源喪失確認※

非常用ディーゼル発電機２Ｃ，２Ｄ 

及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電機自動起動確認※

約 5分間の余裕

：プラント状態

：確認

：故障を想定するもの

凡例解析上で想定

している事象

※：外部電源がない場合に確認が必要となる項目

9



第 2図 高圧注水・減圧機能喪失（ＴＱＵＸ）の状況判断

給水流量の全喪失

（外部電源喪失）

【解析上の時間】【実操作】

「0 秒」 

「約 9 秒後 」 

「約 1 分後」

「約 3 分後」

「約 5 分後」

原子炉スクラム・

タービントリップ確認

原子炉水位低

（レベル３）到達

「約 20 秒後 」

「原子炉水位異常低下

（レベル２）」

高圧注水機能作動値に到達

原子炉隔離時冷却系

自動起動失敗確認

高圧炉心スプレイ系

自動起動失敗確認

外部電源喪失確認※

非常用ディーゼル発電機２Ｃ，２Ｄ 

及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電機自動起動確認※

約 5分間の余裕

：プラント状態

：確認

：故障を想定するもの

凡例
解析上で想定

している事象

※：外部電源がない場合に確認が必要となる項目

1
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第 3図 全交流動力電源喪失（長期ＴＢ），全交流動力電源喪失（停止時）※の状況判断

外部電源喪失

全給水喪失

【解析上の時間】【実操作】

「0 秒」 

「約 13 秒後 」

「約 1 分後」

「約 5 分後」

「約 7 分後」

原子炉スクラム・

タービントリップを確認

原子炉水位低

（レベル３）到達

「約212 秒後 」

「原子炉水位異常低下

（レベル２）」

高圧注水機能作動値に到達

原子炉隔離時冷却系

自動起動確認
外部電源喪失確認

非常用ディーゼル発電機２Ｃ，２Ｄ

及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電機自動起動失敗確認 

約 3分間の余裕

：プラント状態

：確認

：故障を想定するもの

凡例
解析上で想定

している事象

高圧炉心スプレイ系

自動起動失敗確認

「全交流動力電源喪失（停止時）」については，

運転時の事象よりもスクラム等の確認時間等が

少ないため，運転時の全交流動力電源喪失事象

に包絡できる。

1
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第 4図 全交流動力電源喪失（ＴＢＤ）の状況判断  

凡例

：プラント状態

：確認

：故障を想定するもの

：判断外部電源喪失

直流電源喪失

【実操作】

「0 秒」 

「約 1 分後」

「約 5 分後」

「約 7 分後」

原子炉スクラム確認・

タービントリップ

「約212 秒後 」 「原子炉水位異常低下

（レベル２）」

高圧注水機能作動値に到達

原子炉隔離時冷却系

自動起動失敗

非常用ディーゼル発電機２Ｃ，２Ｄ

及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電機自動起動失敗 

約 3分間の余裕

解析上で想定

している事象

高圧炉心スプレイ系

自動起動失敗

全交流動力電源喪失／

直流電源喪失判断

直流電源喪失確認

外部電源喪失

【解析上の時間】

1
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第 5図 全交流動力電源喪失（ＴＢＰ）の状況判断  

外部電源喪失

逃がし安全弁１弁の開固着

【解析上の時間】【実操作】

「0 秒」 

「約●秒後」 

「約 1 分後」

「約 5 分後」

「約 7 分後」

原子炉スクラム・

タービントリップを確認

原子炉水位低

（レベル３）到達

「約●秒後」

「原子炉水位異常低下

（レベル２）」

高圧注水機能作動値に到達

原子炉隔離時冷却系

自動起動確認
外部電源喪失確認

非常用ディーゼル発電機２Ｃ，２Ｄ

及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電機自動起動失敗確認 

約 3分間の余裕

：プラント状態

：確認

：故障を想定するもの

凡例
解析上で想定

している事象

高圧炉心スプレイ系

自動起動失敗確認

1
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第 6図 全交流動力電源喪失（ＴＢＵ）の状況判断

外部電源喪失

【解析上の時間】【実操作】

「0 秒」 

「約●秒後」 

「約 1 分後」

「約 5 分後」

「約 7 分後」

原子炉スクラム・

タービントリップを確認

原子炉水位低

（レベル３）到達

「約●秒後」

「原子炉水位異常低下

（レベル２）」

高圧注水機能作動値に到達

原子炉隔離時冷却系

自動起動失敗確認

外部電源喪失確認

非常用ディーゼル発電機２Ｃ，２Ｄ

及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電機自動起動失敗確認 

：プラント状態

：確認

：故障を想定するもの

凡例

解析上で想定

している事象

高圧炉心スプレイ系

自動起動失敗確認

約3分間の余裕

1
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第７図 崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合），津波浸水による注水機能喪失の状況判断

給水流量の全喪失

（外部電源喪失）

【解析上の時間】【実操作】

「0 秒」 

「約 9 秒後 」 

「約 1 分後」

「約 3 分後」

「約 5 分後」

原子炉スクラム・

タービントリップを確認

原子炉水位低

（レベル３）到達

「約 20 秒後 」

「原子炉水位異常低下

（レベル２）」

高圧注水機能作動値に到達

原子炉隔離時冷却系

自動起動確認
外部電源喪失確認※

非常用ディーゼル発電機２Ｃ，２Ｄ

及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル

停止確認※

約 5分間の余裕

：プラント状態

：確認

：故障を想定するもの

凡例
解析上で想定

している事象

高圧炉心スプレイ系

停止確認

※：外部電源がない場合に確認が必要となる項目

1
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第８図 崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合）

給水流量の全喪失

（外部電源喪失）

【解析上の時間】【実操作】

「0 秒」 

「約 9 秒後 」 

「約 1 分後」

「約 3 分後」

「約 5 分後」

原子炉スクラム・

タービントリップ確認

原子炉水位低

（レベル３）到達

「約 20 秒後 」

「原子炉水位異常低下

（レベル２）」

高圧注水機能作動値に到達

原子炉隔離時冷却系

自動起動確認

高圧炉心スプレイ系

自動起動確認

外部電源喪失確認※

非常用ディーゼル発電機２Ｃ，２Ｄ 

及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電機自動起動確認※

約 5分間の余裕

解析上で想定

している事象

凡例

：プラント状態

：確認

※：外部電源がない場合に確認が必要となる項目

1
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第９図 原子炉停止機能喪失（TC）

主蒸気隔離弁誤閉止

【解析上の時間】【実操作】

「0 秒」

「約 1 分後」

原子炉自動スクラム失敗確認

非常用ディーゼル発電機２Ｃ，２Ｄ

及び高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル発電機自動起動確認 

約 3分間の余裕

解析上で想定

している事象

格納容器圧力高（13.7kPa） 

到達 「57秒後」

タービントリップ確認

手動スクラムボタンによる

原子炉スクラム操作

原子炉モードスイッチによる

原子炉スクラム操作

原子炉停止機能喪失判断

原子炉再循環ポンプ

トリップ確認

「85 秒後」 Ｓ／Ｐ水温度（49℃）到達 

「153 秒後 」
原子炉水位異常低下（レベル２）

到達

凡例

：プラント状態

：確認

：故障を想定するもの

：判断

：解析上考慮しない
原子炉圧力高（7.39MPa[gage]）

到達 
「約 2 秒」

復水器ホットウェル水位低下「131秒後」

主蒸気隔離弁閉止及び逃がし安全弁

による原子炉圧力制御確認 

非常用炉心冷却系等の

自動起動の確認？

原子炉隔離時冷却系の自動起動確認

給復水系の停止確認

「約 2 分後」

「約 3 分後」

「約 4 分後」

「約 5 分後」

「約 6 分後」

「約 7 分後」

1
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第１０図 ＬＯＣＡ時注水機能喪失の状況判断

中小破断ＬＯＣＡ

給水流量の全喪失

（外部電源喪失）

【解析上の時間】【実操作】

「0 秒」 

「約 10 秒後 」

「約 1 分後」

「約 3 分後」

「約 5 分後」

原子炉スクラム・

タービントリップ確認

原子炉水位低

（レベル３）到達

「約 22 秒後 」

「原子炉水位異常低下

（レベル２）」

高圧注水機能作動値に到達

原子炉隔離時冷却系

自動起動失敗確認

高圧炉心スプレイ系

自動起動失敗確認

外部電源喪失確認※

非常用ディーゼル発電機２Ｃ，２Ｄ

及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電機自動起動確認※

約 5分間の余裕

：プラント状態

：確認

：故障を想定するもの

凡例

解析上で想定

している事象

格納容器圧力高

（13.7kPa）到達
「約 40 秒後 」

※：外部電源がない場合に確認が必要となる項目

1
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第 11図 格納容器バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）

インターフェイスシステムＬＯＣＡ

給水流量の全喪失

（外部電源喪失）

【解析上の時間】【実操作】

「0 秒」 

「約 9 秒後 」 

「約 1 分後」

「約 3 分後」

「約 5 分後」

原子炉スクラム・

タービントリップ確認

原子炉水位低

（レベル３）到達

「約 20 秒後 」

「原子炉水位異常低下

（レベル２）」

高圧注水機能作動値に到達

原子炉隔離時冷却系

自動起動確認

高圧炉心スプレイ系

機能喪失確認

外部電源喪失確認※

非常用ディーゼル発電機２Ｃ，２Ｄ 

及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機

自動起動確認※

約 3分間の余裕

解析上で想定

している事象

インターフェイスシステム 

ＬＯＣＡ発生を判断「約 7 分後」

凡例

：プラント状態

：確認

：故障を想定するもの

：判断

※：外部電源がない場合に確認が必要となる項目

1
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第 12図 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損），水素燃焼

冷却材喪失(大破断)発生

外部電源喪失

【解析上の時間】【実操作】

「0 秒」 

「約 1 秒後 」 

「約 1 分後」

「約 3 分後」

「約 5 分後」

原子炉スクラム・

タービントリップ確認

「約 3 秒後 」 

「原子炉水位異常低下（レベル２）」

高圧注水機能作動値に到達

原子炉隔離時冷却系

自動起動失敗確認

高圧炉心スプレイ系

自動起動失敗確認

外部電源喪失確認

非常用ディーゼル発電機２Ｃ，２Ｄ 

及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機自

動起動失敗確認 

約 2分間の余裕

解析上で想定

している事象

格納容器圧力高 

（13.7kPa）到達 

「約 9.3 分後 」

低圧注水系・低圧炉心スプレイ系

自動起動失敗確認「約 4 分後」

炉心損傷確認「約 8 分後」

燃料被覆管温度 

1200℃に到達 

：プラント状態

：確認

：故障を想定するもの

凡例

燃料被覆管温度 

1000K に到達 「約 4.3 分後 」

2
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第 13図 高圧溶融物放出/格納容器雰囲気直接加熱，原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用，溶融炉心・コンクリート相互作用

の状況判断

給水流量の全喪失

（外部電源喪失）

【解析上の時間】【実操作】

「0 秒」 

「約 9 秒後 」 

「約 1 分後」

「約 3 分後」

「約 5 分後」

原子炉スクラム・

タービントリップ確認

原子炉水位低

（レベル３）到達

「約 20 秒後 」

「原子炉水位異常低下

（レベル２）」

高圧注水機能作動値に到達

原子炉隔離時冷却系

自動起動失敗確認

高圧炉心スプレイ系

自動起動失敗確認

外部電源喪失確認

非常用ディーゼル発電機２Ｃ，２Ｄ

及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電機自動起動失敗確認※約 5分間の余裕

：プラント状態

：確認

：故障を想定するもの

凡例

解析上で想定

している事象

2
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第 14図 全交流動力電源喪失（停止時）の状況判断 

外部電源喪失

【解析上の時間】【実操作】

「0 秒」 

「約 5 分後」

「約 7 分後」

外部電源喪失確認

非常用ディーゼル発電機２Ｃ，２Ｄ

及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電機自動起動失敗確認 

約 3分間の余裕

：プラント状態

：確認

：故障を想定するもの

凡例
解析上で想定

している事象

2
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補足 18-1 

18． 原子炉隔離時冷却系の運転継続及び原子炉減圧の判断について 

1. 原子炉隔離時冷却系について 

原子炉隔離時冷却系は，全交流動力電源喪失時にも原子炉で発生した蒸気

を駆動源として高圧での原子炉注水が可能な系統である。原子炉で発生した

蒸気を駆動源としていることから，崩壊熱の熱エネルギーを原子炉隔離時冷

却系ポンプ駆動用のタービンで消費することにより，サプレッション・プー

ルへの熱負荷が低減される。また，蒸気駆動であるため，原子炉を減圧する

場合には，原子炉圧力が約 0.4MPa[gage]まで低下した時点で自動停止するイ

ンターロックが設置されている。 

原子炉隔離時冷却系は，サプレッション・プール及び復水貯蔵タンクを水

源として運転することが可能であり，サプレッション・プール水源で運転す

る場合には，サプレッション・プール水温度が約 106℃まで運転継続するこ

とが可能である。 

2. 低圧注水への移行の判断について 

崩壊熱除去機能が喪失している場合には，崩壊熱を消費する観点から，原

子炉隔離時冷却系による原子炉注水を継続する。 

しかし，サプレッション・プール水温度が徐々に上昇するため，サプレッ

ション・プール熱容量制限に到達した時点で，低圧で注水可能な系統の待機

状態を確認した上で原子炉を減圧し，低圧の原子炉注水に移行する。 

低圧で注水可能な系統が使用可能でない場合は，交流電源復旧又は可搬型

設備により低圧で注水可能な系統の準備が完了するまでは，原子炉隔離時冷

却系による原子炉注水を継続し，低圧で注水可能な系統の準備が完了した時

点で原子炉を減圧し,低圧の原子炉注水に移行する。 

コメント No.148-06，163-03，44 に対する回答 
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補足 21-1 

21. 有効性評価における解析条件の変更等について 

1. 有効性評価における解析条件の変更について 

各シーケンスの有効性評価における解析条件の変更について 1.1～1.4 に，

解析条件の変更前後の評価結果を別紙 1 に示す。 

1.1 炉心損傷防止の有効性評価における解析条件の変更について 

東海第二発電所の重大事故等対策の有効性評価について，先行プラントの

審査状況，東海第二発電所の設備設計の進捗等を踏まえ，設置変更許可申請

時点から解析条件を変更した。第 1 表に主要な変更内容，以下に概要を示す。 

(1) 高圧・低圧注水機能が喪失した場合の原子炉減圧操作条件の変更 

申請時は，原子炉減圧操作条件として原子炉水位が原子炉水位異常低下

（レベル１）設定点に到達してから 10 分の時間余裕を考慮していたが，設

備設計の進捗に伴い運転手順に基づく前段の操作・確認事項（状況判断，

高圧代替注水系の操作失敗等）の積み上げ時間（約 25 分後）に変更した。 

(2) 炉心損傷防止対策における代替格納容器スプレイ冷却系（常設）のスプ

レイ流量の変更 

申請時は，従前の運転手順に基づき代替格納容器スプレイ実施時の流量

として 110m３／hを設定していたが，申請解析において格納容器圧力が徐々

に上昇していることを踏まえ，圧力抑制が可能な流量としてスプレイ流量

を 130m３／h に変更した。なお，運転手順についてもスプレイ流量の目安

を同様に変更する。 

コメント No.150-43 に対する回答 
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補足 21-2 

(3) 代替格納容器スプレイ冷却系（常設）のスプレイ停止基準の変更 

申請時は，従前の運転手順に基づき代替格納容器スプレイの停止の基準

を，サプレッション・プール水位がウェットウェルベントラインから 1ｍ

下に到達した時点と設定していたが，格納容器ベントに伴うサプレッショ

ン・プール減圧沸騰による一時的な水位上昇の影響を考慮し，通常水位＋

6.5m に変更した。 

(4) 原子炉圧力制御時に期待する逃がし安全弁機能の変更 

申請時は，通常動作する逃がし安全弁（逃がし弁機能）に期待していた

が，逃がし安全弁（逃がし弁機能）の駆動用窒素を供給する不活性ガス系

が重大事故等対処設備ではないことを考慮し，「原子炉停止機能喪失」の有

効性評価を除き駆動に窒素を必要としない逃がし安全弁（安全弁機能）に

期待した原子炉圧力制御に変更した。また，「原子炉停止機能喪失」につい

ては，原子炉水位が高めに維持された方が反応度の観点で厳しい想定であ

ること及び高圧炉心スプレイ系の原子炉注水流量は原子炉圧力に依存する

ことを考慮し，原子炉圧力制御は逃がし安全弁（逃し弁機能）に期待する

こととしている。 

なお，逃がし安全弁（自動減圧機能）による原子炉減圧操作時に逃がし

安全弁の駆動用窒素を供給する高圧窒素ガス供給系は重大事故等対処設備

に位置づける。 

(5) 原子炉隔離時冷却系等の水源の変更 

申請時は，復水貯蔵タンクに期待した有効性評価を実施していたが，基

準地震動の審査状況を踏まえ復水貯蔵タンクは耐震性の観点から重大事

故等対処設備には位置づけないこととし，低圧代替注水系（常設）の水源
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補足 21-3 

は代替淡水貯槽，高圧炉心スプレイ系及び原子炉隔離時冷却系の水源はサ

プレッション・プールに変更した。また，代替淡水貯槽は地下設置とする

ことから水温を 30℃とした。 

(6) 「全交流動力電源喪失（長期ＴＢ）」操作条件の変更 

原子炉隔離時冷却系の水源をサプレッション・プールに変更したことに

伴い，「全交流動力電源喪失（長期ＴＢ）」の有効性評価では，原子炉隔離

時冷却系の運転継続性が確認されているサプレッション・プール水温度約

106℃にまでに低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水に移行する操作

条件に変更した。また，低圧代替注水系（可搬型）の可搬型代替注水大型

ポンプは，原子炉注水と格納容器スプレイとを同時に実施する容量を確保

していることから，代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による格納容

器スプレイを実施する操作条件に変更した。 

(7) 「原子炉停止機能喪失」初期条件，操作条件等の変更 

初期条件の炉心流量は，反応度の観点で厳しい条件として運転範囲の下

限である 85％流量に変更した。 

原子炉隔離時冷却系の水源をサプレッション・プールに変更したことに

伴い，「原子炉停止機能喪失」の有効性評価では，サプレッション・プール

水温度 106℃にて原子炉隔離時冷却系による原子炉注水を停止する操作条

件に変更した。 

また，原子炉注水については給水系，高圧炉心スプレイ系及び原子炉隔

離時冷却系により実施するが，このうち，原子炉隔離時冷却系による注水

が炉内の体積計算（マスバランス計算）に反映されないことが分かったた

め，反映されるように修正した。 
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(8) 「格納容器バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）」破断面積の

変更 

申請時は，保守的に残留熱除去系（低圧注水系）注水配管の全周破断を

想定していたが，構造健全性評価の結果，隔離弁の誤開等により低圧設計

部分が過圧された場合でも破損が発生しないことが確認されたため，ＩＳ

ＬＯＣＡ発生時の構造健全性評価を踏まえ，保守的に残留熱除去系熱交換

器フランジ部に 21 ㎝２の漏えいが発生する想定に変更した。 

(9) 緊急用海水系の設置 

敷地に遡上する津波を考慮した場合にも使用可能な常設の重大事故等対

処設備として緊急用海水系を設置することとした。これに伴い，「2.4.1 崩

壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合）」において期待する代替の海

水取水設備を代替残留熱除去系海水系から緊急用海水系に変更した。ただ

し，操作条件（格納容器除熱の開始）及び機器条件（除熱性能）について

変更はない。 

なお，代替残留熱除去系海水系については自主対策設備として整備する。 
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第 1 表 解析条件の主要な変更内容（炉心損傷防止対策） 

解析条件 変更前（申請時） 変更後 

(1)高圧・低圧注水機能が

喪失した場合の原子炉

減圧操作 

原子炉水位異常低下（レベ

ル１）到達の 10 分後 

前段の操作・確認事項の積

み上げ時間（25 分後） 

(2)炉心損傷防止対策にお

ける代替格納容器スプ

レイ冷却系（常設）のス

プレイ流量 

110m３／h 130m３／h 

(3)代替格納容器スプレイ

冷却系（常設）のスプレ

イ停止基準（サプレッ

ション・プール水位） 

ベントライン－1m 通常水位＋6.5m 

(4)原子炉圧力制御時に期

待する逃がし安全弁機

能 

（原子炉停止機能喪失

を除く） 

逃がし弁機能 安全弁機能 

(5)原子炉隔離時冷却系等

の水源 

復水貯蔵タンク 代替淡水貯槽 

サプレッション・プール 

(6)「全交流動力電源喪失

（長期ＴＢ）」マネジメ

ント 

可搬型設備に期待しない 可搬型設備による原子炉注

水及び格納容器スプレイに

期待 

(7)「原子炉停止機能喪失」

マネジメント，初期炉

心流量 

【運転員等操作】  

原子炉隔離時冷却系により

注水継続（復水貯蔵タンク

水源） 

サプレッション・プール水

温度 106℃にて原子炉隔離時

冷却系による原子炉注水を

停止 

【初期炉心流量】  

100％流量 85％流量 

(8)「格納容器バイパス（イ

ンターフェイスシステ

ムＬＯＣＡ）」破断面積

低圧注水系注入配管の両端

破断（463 ㎝２） 

構造健全性評価を踏まえた

破断（熱交換器フランジ

部，21 ㎝２） 

(9)緊急用海水系の設置 代替残留熱除去系海水系

（可搬型設備） 

・機器条件；約 24MW 

・操作条件（格納容器除熱

開始）；サプレッショ

ン・チェンバ圧力

279kPa[gage]到達時 

緊急用海水系（常設設備） 

・機器条件；約 24MW 

・操作条件（格納容器除熱

開始）；サプレッション・

チェンバ圧力

279kPa[gage]到達時 
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2. 有効性評価における柏崎刈羽６，７号炉との主要な相違点について 

2.1 炉心損傷防止の有効性評価における柏崎刈羽６，７号炉との主要な相違点について 

(2) 高圧注水・減圧機能喪失 

項 目 東海第二 柏崎刈羽６，７号炉 理   由 

解析コード SAFER／MAAP SAFER／MAAP 相違点はない。 

事故条件 外部電源 外部電源あり 

ただし，運転員等操作の観点では，外部

電源なしを考慮 

外部電源あり 相違点はない。 

東海第二では，運転員等操作の観点では外部電源がない場合も考慮してい

る。 

機器条件 逃 が し 安 全 弁

（原子炉圧力制

御時） 

安全弁機能 逃がし弁機能 東海第二では，原子炉圧力が高めに維持され，また，原子炉減圧時に原子炉

圧力が所定の圧力に到達するまでの時間が遅くなることで，評価項目に対

して厳しい条件となる安全弁機能に期待している。 

低圧ＥＣＣＳの台数 残留熱除去系（低圧注水系）3 台及び低

圧炉心スプレイ系 

低圧注水系 1 台 東海第二においては，高圧注水・減圧機能喪失時の機能喪失状態を考慮し，

自動起動する低圧ＥＣＣＳ全台による原子炉注水を設定している。 

なお，残留熱除去系（低圧注水系）１台による原子炉注水を想定した場合の

感度解析を実施し，この場合にも評価項目を満足することを確認している。

2
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(10) インターフェイスシステムＬＯＣＡ 

項 目 東海第二 柏崎刈羽６，７号炉 理   由 

SAFER SAFER 相違点はない。 

事故条件 起因事象 残留熱除去系Ｂ系熱交換器フランジの

破断 

破断面積は約 21cm２ 

高圧炉心注水系の吸込配管の

破断 

破断面積は約 10cm２ 

構造健全性評価の結果に基づき破断面積を設定しているという点で実

態として相違点はない。

東海第二においては，ＩＳＬＯＣＡ発生時の構造健全性評価により低

圧設計部に破損は発生しないことを確認しており，加圧範囲の中で最

も大きなシール構造である残留熱除去系熱交換器フランジ部に 21cm２

の破断面積を設定している。 

安全機能の喪失

に対する過程 

インターフェイスシステムＬＯＣＡの

発生を想定する残留熱除去系Ｂ系並び

に同じ原子炉建屋西側区画に設置され

ている高圧炉心スプレイ系及び残留熱

除去系Ｃ系の機能喪失 

インターフェイスシステムＬ

ＯＣＡが発生した側の高圧炉

心注水系の機能喪失 

東海第二においては，保守的に原子炉建屋への原子炉冷却材漏えいに

より同じ原子炉建屋西側区画に設置されている系統（高圧炉心スプレ

イ系及び残留熱除去系Ｃ系）は機能喪失する設定としている。

外部電源 外部電源あり 

ただし，運転員等操作の観点では，外部

電源なしを考慮し，保守的に給水流量の

全喪失を想定 

外部電源なし 外部電源はありとしているが，運転員等操作の観点では外部電源がな

い場合も考慮し，保守的に給水流量の全喪失の発生を想定しているこ

とから，実態として相違点はない。 

機器条件 逃 が し 安 全 弁

（原子炉圧力制

御時） 

安全弁機能 逃がし弁機能 東海第二では，原子炉圧力が高めに維持され，また，原子炉減圧時に

原子炉圧力が所定の圧力に到達するまでの時間が遅くなることで，評

価項目に対して厳しい条件となる安全弁機能に期待している。 

操作条件 破断箇所の隔離

操作 

事象発生 5 時間 事象発生 4 時間 作業環境を考慮し，現場移動及び操作に要する時間を考慮して設定し

ているという点で，実態として相違点はない。 

3
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（別紙 1）

補足 21-23 

解析条件の変更前後の評価結果について 

1. 炉心損傷防止対策の有効性評価における解析条件の変更前後の評価結果 

解析条件の変更前後における各重要事故シーケンスの評価結果を第 1 表か

ら第 8 表に示す。なお，敷地境界外での実効線量の評価シーケンスは，全交

流動力電源喪失（長期ＴＢ）からＬＯＣＡ時注水機能喪失に変更した。 

第 2 表 評価結果（高圧注水・減圧機能喪失） 

評価項目 変更前（申請時） 変更後 評価項目 

燃料被覆管最高温度 684℃ 711℃ 1200℃以下 

燃料被覆管酸化量 被覆管厚さの 1％以下 同左 被覆管厚さの 15％以下 

原子炉冷却材圧力 

バウンダリにかかる圧力 
約 7.67MPa[gage] 約 8.09MPa[gage] 10.34MPa[gage]以下 

格納容器バウンダリ 

にかかる圧力 
約 0.04MPa[gage] 約 0.04MPa[gage] 0.62MPa[gage]以下 

格納容器バウンダリ 

にかかる温度 
約 86℃ 約 90℃ 200℃以下 

第 8 表 評価結果（インターフェイスシステムＬＯＣＡ） 

評価項目 変更前（申請時） 変更後 評価項目 

燃料被覆管最高温度 初期値 初期値 1200℃以下 

燃料被覆管酸化量 被覆管厚さの 1％以下 同左 被覆管厚さの 15％以下 

原子炉冷却材圧力 

バウンダリにかかる圧

力 

約 7.23MPa[gage] 約 8.09MPa[gage] 10.34MPa[gage]以下 

格納容器バウンダリ 

にかかる圧力 
－※ －※ 0.620MPa[gage]以下 

格納容器バウンダリ 

にかかる温度 
－※ －※ 200℃以下 

※：格納容器バイパス事象であり，評価項目に対して十分な余裕があることから比較対象外とした。
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補足 22-1 

22. 平均出力燃料集合体での燃料被覆管最高温度の代表性について 

1. 燃料集合体初期出力の燃料被覆管最高温度への影響の整理 

事故シーケンスグループ「高圧・低圧注水機能喪失」及び「ＬＯＣＡ時注

水機能喪失」において，平均出力燃料集合体で燃料被覆管最高温度が発生す

る理由は，以下のように整理できる。 

・注水設備の観点からは，これらの事故シーケンスでは事象発生後，早期に

低圧代替注水系（常設）を用いた原子炉注水を行うため，原子炉水位の低

下により平均出力燃料集合体及び高出力燃料集合体は一部露出するものの

高出力燃料集合体が過度に露出することはない。平均出力燃料集合体と高

出力燃料集合体は，上下プレナム間差圧が均等になるよう集合体入口流量

が分配されるため，初期の燃料集合体出力が高く，発生するボイドの割合

が大きい高出力燃料集合体では，二相水位としては高めとなり，燃料被覆

管温度が最大となる位置においても炉心の露出時間が長期間とならないこ

とから，燃料被覆管温度の上昇が抑制される。 

・崩壊熱の観点からは，設計基準事故のＬＯＣＡ解析と比較して，これらの

事故シーケンスは事故後時間が経過しているため崩壊熱が十分低下してお

り，平均出力燃料集合体と高出力燃料集合体の燃料棒1本当たりの出力の差

（絶対値）は，事故直後に比べて小さくなり，温度上昇率の差が小さくな

る。このため，二相水位が低いことにより炉心露出期間が長くなる平均出

力燃料集合体における燃料被覆管温度が高くなる傾向となる。 

2. 燃料集合体初期出力に対する燃料被覆管最高温度の感度解析 

燃料集合体初期出力の燃料被覆管最高温度への影響を確認するため，第 1

表に示すとおり，代表的な事故シーケンスについて，高出力燃料集合体の初

コメント No.163-09 に対する回答 

32



補足 22-2 

期出力を変化させた場合の燃料被覆管最高温度に関する感度解析を実施した。 

なお，燃料棒の線出力密度については，初期出力に比例して変化させてい

る。 

第 1 図に，燃料集合体初期出力と燃料被覆管最高温度の関係を示す。高圧

注水・減圧機能喪失では，申請解析条件での高出力燃料集合体初期出力の場

合において燃料被覆管最高温度が最も高くなり，高圧・低圧注水機能喪失及

びＬＯＣＡ時注水機能喪失では，いずれの高出力燃料集合体初期出力の場合

においても，ほぼ同等の燃料被覆管最高温度となっている。 

以上から，高圧・低圧注水機能喪失及びＬＯＣＡ時注水機能喪失において，

平均出力燃料集合体の燃料被覆管最高温度を代表としても問題とならない。 
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補足 22-3 

第 1 表 高出力燃料集合体初期出力と燃料被覆管最高温度の関係 

事故シーケンス 高出力燃料集合体初期出力 

高圧・低圧注水機
能喪失 

約 8.7MW 申請解析条件 

約 6.0MW 申請解析と平均出力燃料集合体初期出力
の中間 

約 4.3MW 平均出力燃料集合体初期出力と同等 

高圧注水・減圧機
能喪失 

約 8.7MW 申請解析条件 

約 6.0MW 申請解析と平均出力燃料集合体初期出力
の中間 

約 4.3MW 平均出力燃料集合体初期出力と同等 

Ｌ Ｏ Ｃ Ａ 時 注 水
機能喪失 

約 8.7MW 申請解析条件 

約 6.0MW 申請解析と平均出力燃料集合体初期出力
の中間 

約 4.3MW 平均出力燃料集合体初期出力と同等 

第 1 図 燃料集合体初期出力に対する燃料被覆管最高温度（ＰＣＴ） 

の感度解析結果 
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補足 37-1 

37. インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の低圧配管破断検知

について 

(1) 系統圧力上昇時の対応操作は，警報処置手順書にて対応する。 

・高圧炉心スプレイ系，原子炉隔離時冷却系，低圧炉心スプレイ

系，残留熱除去系（低圧注水系）配管の圧力上昇時は，保安規

定第 32 条逸脱時の措置に従う。 

・残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）配管の圧力上昇時は，プ

ラントを通常停止する。 

(2) 系統圧力が上昇し低圧配管が破断した場合は，「本文 第 2.7-2

図」の補足 1 と同等の確認をすることにより漏えいを検知する。 

【本文 第 2.7-2 図抜粋】 

コメント No.182-13,205-10 に対する回答 

補足１

ＩＳＬＯＣＡの発生は，隔離弁等の開操作実施時に以下のパラメータにより確認する。

・弁操作を実施した系統の圧力変動（残留熱除去系ポンプ吐出圧力計）

・主蒸気隔離弁が閉止し，原子炉隔離時冷却系による原子炉注水が開始されたにも関わらず原子炉水位の低下

が継続（原子炉水位計（広帯域，ＳＡ広帯域），原子炉隔離時冷却系系統流量計）

監視可能であれば，以下のパラメータによる情報も勘案し総合的にＩＳＬＯＣＡ発生を確認する。

・系統異常過圧警報（RHR PUMP DISCH PRESS ABNORMAL HI/LOW 等）発報

・区画浸水警報（RHR Hx AREA FLOODING 等）発報

・区画温度上昇警報（RHR EQUIPMENT AREA AMBIENT TEMP HI 等）発報

・火災警報発報

・原子炉建屋内空間線量率上昇警報（R/B AREA RADIATION HIGH）発報

・原子炉建屋内ダストモニタ上昇警報（DUST MONITOR SYS ABNORMAL）発報

・主蒸気流量と給水流量とのミスマッチ発生

・原子炉建屋内異常漏えい警報（R/B FD SUMP LEAKAGE HIGH，R/B FD SUMP LEVEL HI-HI 等）発報

・原子炉建屋機器ドレンサンプ温度高（R/B ED SUMP TEMP HIGH）発報

・ドライウェル圧力及び雰囲気温度が有意に上昇していない
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補足 38-1 

38. 非常用炉心冷却系等における系統圧力上昇時の対応操作について 

プラント運転中に弁の開閉試験を実施している高圧炉心スプレイ系，原子炉

隔離時冷却系，低圧炉心スプレイ系及び残留熱除去系（低圧注水系）において，

系統圧力上昇が発生した場合の対応操作を警報処置手順書に定めている。 

警報処置手順書に定めている系統圧力降下操作及び高圧側境界弁の開閉操作

を実施しても圧力上昇が解消されない場合，保安規定第 32 条「非常用炉心冷却

系及び原子炉隔離時冷却系の系統圧力監視」（以下「第 32 条」という。）に基

づいて対応することとなる。なお，第 32 条に定められている運転上の制限は，

「原子炉冷却材の漏えいにより過圧されていないこと」であり，その判断基準

を警報処置手順書に定めている。 

また，プラント運転中に弁の開閉試験を実施しない残留熱除去系（原子炉停

止時冷却系）吸込み配管については系統圧力上昇発生時の対応操作として，警

報処置手順書に定められている系統圧力降下操作及び格納容器外側隔離弁の増

締め操作を実施するが，これらの操作を実施しても圧力上昇が解消されない場

合はプラント通常停止対応をすることになる。 

なお，非常用炉心冷却系ポンプの手動起動試験後に，隔離された非常用炉心

冷却系の系統水が温度上昇し，系統の圧力が上昇する傾向が見られる場合があ

る。 

この場合における圧力の変化は緩やかな上昇傾向を示すが，有効性評価のイ

ンターフェイスシステムＬＯＣＡで想定している圧力の変化は急激な上昇傾向

を示す。また，前者はポンプ手動起動試験後に，後者は注入弁の開閉試験時に

発生する可能性があり，圧力上昇が発生するタイミングも異なることから，両

者の識別は可能である。 

コメント No.205-12 に対する回答 
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補足 56-1 

56． 放射線防護具類着用の判断について 

 初動対応時における災害対策要員の現場作業における放射線防護具類について

は，以下のとおり整備する。また，初動対応時における適切な放射線防護具類の選

定については，発電長又は放射線管理班長が判断し，着用を指示する。 

１．初動対応時における放射線防護具類の選定

重大事故等発生時は事故対応に緊急性を要すること，通常運転時とは異な

る区域の汚染が懸念されることから，通常の防護具類の着用基準ではなく，

以下のフローのように作業環境，緊急性等に応じて合理的かつ効果的な放射

線防護具類を使用することで，災害対策要員の被ばく線量を低減する。（第 1

図参照） 

Ｎｏ 

Ｎｏ 

Ｙｅｓ 

Ｙｅｓ 

第 1 図 放射線防護具の選定方法 

※２：以下の場合は放射線防護服を着用する。 
・湿潤状況下で作業を行う場合は，アノラック及び

長靴又は必要に応じて胴長靴を追加で着用すると
ともに，高湿度環境下で作業を行う場合は，全面
マスクの代わりに自給式呼吸用保護具等を着用す
る。 

※１：以下のいずれかの徴候等発生 
①格納容器雰囲気放射線モニタのγ線線量率が，設

計基準事故における原子炉冷却材喪失時の追加放
出量に相当する指示値の 10 倍以上となった場合，
又は格納容器雰囲気放射線モニタが使用できない
場合に原子炉圧力容器温度で 300℃以上を確認し
た場合 

②モニタリング・ポスト≧5μSv/h 
③敷地境界 5μSv/h 相当の排気筒濃度検出 
④災害対策本部からの指示 

コメント No.171-11 

に対する回答 

事故発生 

災害対策要員招集 

身体汚染のおそれがある場合は全面マ
スク，綿手袋，ゴム手袋，タイベック
を着用する※２

個人線量計の着用 

炉心損傷の兆候 

があるか※1

全面マスク，綿手袋，ゴム手袋，タイ
ベックを着用する 

全面マスク，綿手袋，ゴム手袋を着用

（放射線管理班長指示のもと，作業後

に更衣及び除染を実施する） 

緊急を要する作業 
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補足 56-2 

２．初動対応時における装備 

・発電長又は放射線管理班長が着用について判断した場合に必要な放射線

防護具を速やかに着用できるよう，常時，中央制御室，緊急時対策所に

必要数を保管する。 

・災害対策要員のうち，現場作業を行う要員については，初動対応時から

個人線量計を着用することにより，要員の外部被ばく線量を適切に管理

することが可能である。なお，作業現場に向かう際には，放射線防護具

類を携行する。 

・炉心損傷の徴候がある場合には，放射性物質の放出が予測されることか

ら，発電長又は放射線管理班長が適切な放射線防護具類を判断し，要員

に着用を指示する。指示を受けた要員は指示された放射線防護具類を着

用する。 

・炉心損傷の徴候がある場合，かつ，汚染防護服を着用する時間もない緊

急を要する作業を実施する場合には，発電長又は放射線管理班長の指示

のもと，全面マスクと綿手袋及びゴム手袋を着用して作業を実施する。

なお，身体汚染が発生した場合には，作業後に更衣及び除染を実施する。 

・遮蔽ベストは，移動を伴う作業においては作業時間が増加し被ばく線量

が増加する可能性があるため原則着用せず，移動を伴わない高線量作業

時に着用する。 

・湿潤状況下（管理区域内で内部溢水が起こっている場所や雨天時等）で

作業を行う場合には，アノラック及び長靴又は必要に応じて胴長靴を追

加で着用するとともに，全面マスクに装着するチャコールフィルターの

劣化が早くなる恐れがある場合には自給式呼吸用保護具を着用する。 

（第 1 表，第 2 図参照） 
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補足 56-3 

第 1 表 災害対策要員の初動対応時における装備 

名 称 
着用基準 

炉心損傷の徴候有り 炉心損傷の徴候無し 

個人線量計 必ず着用 同左 

綿手袋・ゴム手袋 必ず着用 
身体汚染の恐れがある場

合に着用 

タイベック 
緊急を要する作業を除き

着用 

身体汚染の恐れがある場

合に着用 

アノラック 
湿潤状況下で作業を行う

場合に着用 

身体汚染の恐れがある湿

潤作業を行う場合に着用 

長靴・胴長靴 
湿潤状況下で作業を行う

場合に着用 

身体汚染の恐れがある湿

潤作業を行う場合に着用 

遮蔽ベスト 
移動を伴わない高線量作

業時に着用 
同左 

全面マスク 

原則着用（自給式呼吸用

保護具等を着用する場合

を除く） 

身体汚染の恐れがある場

合に着用 

自給式呼吸用保護具 
湿潤状況下で作業を行う

場合に着用 
同左 
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補足 56-4 

自給式呼吸用保護具 

タイベック 個人線量計 アノラック 

胴長靴 長靴 遮蔽ベスト 

第 2 図 放射線防護具類 

全面マスク 
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79. 敷地境界外での実効線量評価に対する指針との対比について 

表 評価条件の安全審査指針に対する対応状況 
評価条件(2.6 ＬＯＣＡ時注水機能喪失) 安全審査指針 

ａ．事故発生時の原子炉冷却材中の核分裂生成物の濃度は，運転上

許容される I-131 の最大濃度とし，その組成を拡散組成とする。

これにより，事故発生時に原子炉冷却材中に存在するよう素は，

I-131 等価量で約 4.7×10１２Bq となる。 

「安全評価指針（付録Ⅰ）3.3.5 原子炉冷却材喪失（ＰＷＲ，ＢＷＲ）」

(3) 事象発生前の原子炉冷却材中の格分裂生成物の濃度は、3.3.2 又は

3.3.3 の場合と同様に仮定する。 

「安全評価指針（付録Ⅰ）3.3.2 主蒸気管破断(ＢＷＲ)」 

(7) 事象発生前の原子炉冷却材中の核分裂生成物の濃度は、運転上許容

される I-131 の最大濃度に相当する濃度とし、その組成は拡散組成と

する。蒸気相中のハロゲン濃度は、液相の濃度の 2％とする。 

ｂ．原子炉圧力の低下に伴う燃料棒からの核分裂生成物の追加放出

量は，I-131 については先行炉等での実測値の平均値に適切な余

裕を見た値※である 2.22×10１４Bq とし，その他の核分裂生成物に

ついてはその組成を平衡組成として求め，希ガスについてはよう

素の 2 倍の放出があるものとする。これにより，原子炉圧力の低

下に伴う燃料棒からの追加放出量は，希ガスについてはγ線実効

エネルギ 0.5MeV 換算値で約 6.0×10１５Bq，よう素については

I-131 等価量で約 3.9×10１４Bq となる。 
※：過去に実測された I-131 の追加放出量から，熱出力 1,000MW あたりの追加放出量

の出現頻度を用いて算出している。原子炉熱出力 3,440MW（定格の約 105％）の場

合，熱出力 1,000MW あたりの I-131 の追加放出量の平均値にあたる値は 2.78×10
１３Bq（750Ci）であり，東海第二発電所の線量評価で用いる追加放出量は，これ

に余裕を見込んだ 2.22×10１４Bq（6,000Ci）を条件としている。（1Ci＝3.7×10１

０Bq） 

出典元 

・「沸騰水型原子力発電所 事故時の被ばく評価手法について」（HLR-021）

「安全評価指針（付録Ⅰ）3.3.5 原子炉冷却材喪失（ＰＷＲ，ＢＷＲ）」

(4) この事象により、新たに燃料棒の破損が生ずると計算された場合に

は、破損する燃料棒の状況に応じ、核分裂生成物の適切な放出量を仮

定するものとする。また、新たに燃料棒の破損が生じないと計算され

た場合には、核分裂生成物の追加放出量を、3.3.2 又は 3.3.3 の場合

と同様に評価する。 

「安全評価指針（付録Ⅰ）3.3.2 主蒸気管破断(ＢＷＲ)」 

(8) 原子炉圧力の減少に伴う燃料棒からの追加放出量を、Ｉ-131 につ

いては先行炉等での実測値の平均値に適切な余裕をみた値とし、その

他の核分裂生成物についてはその組成を平衡組成として求め、希ガス

についてはよう素の 2 倍の放出があるものと仮定する。核分裂生成物

の追加放出割合は、原子炉圧力の低下割合に比例するものとする。事

象の過程において、主蒸気隔離弁閉止前に燃料棒から放出された核分

裂生成物が、隔離弁まで到達するのに要する時間については、評価上

考慮することができる。 

下線：対応箇所
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表 評価条件の安全評価審査指針に対する対応状況 

評価条件(2.6 ＬＯＣＡ時注水機能喪失) 安全評価審査指針 

ｃ．燃料棒から追加放出されるよう素のうち，有機よう素は 4％と

し，残りの 96％は無機よう素とする。 

「安全評価指針（付録Ⅰ）3.3.5 原子炉冷却材喪失（ＰＷＲ，ＢＷＲ）」

(5) この事象により、希ガス及びよう素は、原子炉格納容器内に放出さ

れるものとする。燃料棒から原子炉格納容器内に放出されたよう素の

うち、有機よう素は 4％とし、残りの 96％は無機よう素とする。無機

よう素については、50％が原子炉格納容器内部に沈着し、漏えいに寄

与しないものとする。さらに、無機よう素が、原子炉格納容器スプレ

イ水によって除去され、あるいはサプレッションプール水に溶解する

効果を考慮することができる。この場合、除染率、気液分配係数等は、

実験に基づく値とするか、あるいは十分な安全余裕を見込んだ値とす

る。有機よう素及び希ガスについては、これらの効果を無視するもの

とする。 

ｄ．燃料棒から追加放出される核分裂生成物のうち，希ガスはすべ

て瞬時に気相部に移行するものとする。有機よう素のうち，10％

は瞬時に移行するものとし，残りは分解するものとする。有機よ

う素から分解したよう素及び無機よう素が気相部にキャリーオー

バされる割合は 2％とする。 

「安全評価指針（付録Ⅰ）3.3.5 原子炉冷却材喪失（ＰＷＲ，ＢＷＲ）」

(4) この事象により、新たに燃料棒の破損が生ずると計算された場合に

は、破損する燃料棒の状況に応じ、核分裂生成物の適切な放出量を仮

定するものとする。また、新たに燃料棒の破損が生じないと計算され

た場合には、核分裂生成物の追加放出量を、3.3.2 又は 3.3.3 の場合

と同様に評価する。 

「安全評価指針（付録Ⅰ）3.3.2 主蒸気管破断(ＢＷＲ)」 

(9) 事象の過程において、燃料棒から放出されたよう素のうち、有機よ

う素は 4％とし、残りの 96％は無機よう素とする。有機よう素のうち

10％は瞬時に気相部に移行するものとし、残りは分解するものとす

る。有機よう素が分解したよう素、無機よう素及びよう素以外のハロ

ゲンが気相部にキャリーオーバーされる割合は、2％とする。希ガス

は、全て瞬時に気相部に移行するものとする。タービン建屋内に放出

された有機よう素が分解したよう素、無機よう素及びよう素以外のハ

ロゲンは、50％が床、壁等に沈着するものとする。 
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表 評価条件の安全評価審査指針に対する対応状況 

評価条件(2.6 ＬＯＣＡ時注水機能喪失) 安全評価審査指針 

ｅ．原子炉圧力容器気相部の核分裂生成物は，逃がし安全弁を介し

て崩壊熱相当の蒸気に同伴し，格納容器内に移行するものとする。

この場合，希ガス及び有機よう素の全量が，無機よう素は格納容

器ベント開始までに発生する崩壊熱相当の蒸気に伴う量が移行す

るものとする。 

・「逃がし安全弁を介し崩壊熱相当の蒸気に同伴」について 

「安全評価指針（付録Ⅰ）3.3.2 主蒸気管破断(ＢＷＲ)」 

(12) 主蒸気隔離弁閉止後は、残留熱除去系あるいは逃がし安全弁等を

通して、崩壊熱相当の蒸気が、サプレッションプールに移行するも

のとする。 

・各核種の移行量について 

「安全評価指針（付録Ⅰ）3.3.2 主蒸気管破断(ＢＷＲ)」 

(9) 事象の過程において、燃料棒から放出されたよう素のうち、有機

よう素は 4％とし、残りの 96％は無機よう素とする。有機よう素の

うち 10％は瞬時に気相部に移行するものとし、残りは分解するもの

とする。有機よう素が分解したよう素、無機よう素及びよう素以外

のハロゲンが気相部にキャリーオーバーされる割合は、2％とする。

希ガスは、全て瞬時に気相部に移行するものとする。タービン建屋

内に放出された有機よう素が分解したよう素、無機よう素及びよう

素以外のハロゲンは、50％が床、壁等に沈着するものとする。 

ｆ．サプレッション・チェンバの無機よう素は，サプレッション・

プールのスクラビングにより除去されなかったものが格納容器気

相部へ移行するが，ドライウェルからのベントを考慮し，スクラ

ビングの効果を考慮しないものとする。また，核分裂生成物の減

衰は，格納容器ベント開始までの期間について考慮する。 

「安全評価指針（付録Ⅰ）3.3.2 主蒸気管破断(ＢＷＲ)」 

(8) 原子炉圧力の減少に伴う燃料棒からの追加放出量を、Ｉ-131 につ

いては先行炉等での実測値の平均値に適切な余裕をみた値とし、そ

の他の核分裂生成物についてはその組成を平衡組成として求め、希

ガスについてはよう素の 2 倍の放出があるものと仮定する。核分裂

生成物の追加放出割合は、原子炉圧力の低下割合に比例するものと

する。事象の過程において、主蒸気隔離弁閉止前に燃料棒から放出

された核分裂生成物が、隔離弁まで到達するのに要する時間につい

ては、評価上考慮することができる。 
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評価条件(2.6 ＬＯＣＡ時注水機能喪失) 安全評価審査指針 

ｇ．敷地境界外における実効線量は，内部被ばくによる実効線量及

び外部被ばくによる実効線量の和として計算し，よう素の内部被

ばくによる実効線量(1)式で，希ガスの外部被ばくによる実効線量

は(2)式で，それぞれ計算する。 

ＨＩ２＝Ｒ・Ｈ∞・χ／Ｑ・ＱＩ           (1) 

Ｒ ：呼吸率（m３／h） 

Ｈ∞ ：よう素を 1Bq 吸入した場合の小児の実効線量 

（1.6×10－７Sv／Bq） 

χ／Ｑ ：相対濃度（s／m３） 

ＱＩ ：事故期間中のよう素の大気放出量（Bq） 

（I-131 等価量－小児実効線量係数換算） 

Ｈγ＝Ｋ・Ｄ／Ｑ・Ｑγ                       (2) 

Ｋ ：空気吸収線量から実効線量への換算係数 

（K=1Sv／Gy） 

Ｄ／Ｑ ：相対線量（Gy／Bq） 

Ｑγ ：事故期間中の希ガスの大気放出量（Bq） 

（γ線実効エネルギ 0.5MeV 換算値） 

「安全評価指針 付録Ⅱ」 

1. 「事故」における線量評価 

1.1 外部被ばくによる実効線量の評価 

1.1.1 大気中に放出された放射性物質による実効線量 

大気中に放出された放射性物質に起因する放射性雲からのガンマ線

による実効線量は、「気象指針」に従い、放射性物質による空気カーマ

を用いた相対線量に基づいて評価する。空気カーマから実効線量への換

算係数は、1Sv／Gy とする。 

また、放射性物質が高温高圧の原子炉冷却材とともに大気中に放出さ

れる過程が想定され、放射性物質を含む蒸気雲による被ばくを考慮する

必要がある場合には、蒸気雲による被ばくを考慮する必要がある場合に

は、蒸気雲の形成及び移動速度を安全側に評価するものとする。 

なお、ベータ線の外部被ばくによる実効線量は、ガンマ線による実効

線量に比べ有意な値とはならないことから評価対象としない。 

1.2 内部被ばくによる実効線量の評価 

大気中に放出されたよう素の吸入摂取による実効線量は、「気象指針」

に従い、よう素の地表空気中の相対濃度及びよう素 131 等価量に基づい

て次式により評価する。なお、計算に用いるパラメータ等は、第 1 表に

示す小児（1 才）の値とする。 

実効線量＝KHe・Ｍ・Ｑe・(χ／Ｑ) 

KHe ：I－131 の吸入摂取による小児の実効線量係数 

M ：小児の呼吸率 

Qe ：よう素の放出量（I－131 等価量） 

(χ／Q)：相対濃度 

なお、呼吸率については、よう素の放出の状況及び継続時間に応じて

選択するものとする。 

また、この場合の I－131 等価量 Qe とは I－131 の実効線量係数に対

するよう素各同位体の実効線量係数の比を各同位体の量に応じて合算

したものをいい、次式により計算する。 

ｈ．大気拡散条件については，格納容器圧力逃がし装置を用いる場

合は，地上放出，実効放出継続時間 1 時間の値として，相対濃度

（χ／Ｑ）を 2.9×10－５s／m３，相対線量（Ｄ／Ｑ）を 4.0×10－

１９Gy／Bq とし，耐圧強化ベントを用いる場合は，主排気筒放出，

実効放出継続時間 1 時間の値として，相対濃度（χ／Ｑ）は 2.0

×10－６s／m３，相対線量（Ｄ／Ｑ）は 8.1×10－２０Gy／Bq とする。
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評価条件(2.6 ＬＯＣＡ時注水機能喪失) 安全評価審査指針 

ｉ

ｉ

ＨｅＨｉｅ
・＝ QKKQ )/(

KHｉ：各種 i の吸入摂取による小児の実効線量係数 

Qｉ ：各種ｉの放出量 

第 1 表 よう素による実効線量の評価に使用するパラメータ等 

パラメータ等 記 号 単 位 数 値 

核種 i の吸入摂取による

小児の実効線量係数 

KHｉ mSv/Bq

I-131：1.6×10－４

I-132：2.3×10－６

I-133：4.1×10－５

I-134：6.9×10－７

I-135：8.5×10－６

小児の呼吸率 
M 

m３/h 0.31（活動時） 

m３/d 5.16（1 日平均） 

「安全評価指針（付録Ⅰ）3.3.5 原子炉冷却材喪失（ＰＷＲ，ＢＷＲ）」

(11) 環境に放出された核分裂生成物の拡散は、「気象指針」に従って

評価するものとする。 

「気象指針Ⅵ.想定事故時の大気拡散の解析方法」 

想定事故時の線量計算に用いる放射性物質の地表空気中濃度は、単位

放出率当たりの風下濃度(相対濃度と定義する)に事故期間中の放射性物

質の放出率を乗じて算出する。 

1. 線量計算に用いる相対濃度 

(1) 相対濃度は、毎時刻の気象資料と実効的な放出継続期間(放射性物

質の放出率の時間的変化を考慮して定めるもので、以下実効放出継

続時間という)をもとに方位別の着目地点について求める。 

(2) 着目地点の相対濃度は、毎時刻の相対濃度を年間について小さい

方から累積した場合、その累積出現頻度が 97％に当たる相対濃度と

する。 
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評価条件(2.6 ＬＯＣＡ時注水機能喪失) 安全評価審査指針 

(3) 線量計算に用いる相対濃度は、前記(2)で求めた相対濃度のうち最

大の値を使用する。 

2. 相対濃度の計算 

相対濃度(χ／Q)は、(Ⅵ―1)式により計算する。 
T

1i
δ・Q)／(X

T
1

＝Q／χ ｉｄｉ ……………………………(Ⅵ―1) 

(χ／Q)：実効放出継続時間中の相対濃度(s／m3) 

T：実効放出継続時間(h) 

(χ／Q)i：時刻 i における相対濃度(s／m3) 

dδi：時刻 i において風向が当該方位 d にあるとき dδi＝1 

時刻 i において風向が他の方位にあるとき dδ＝0  

「気象指針 付記」 

指針は気体状の放射性物質が放出源から数 km に拡散される場合の地

表空気中濃度の算出を中心に記述したものである。指針に明記していな

い事項については、指針の趣旨を踏まえ、当面次のように取り扱うこと

とする。 

1. 放射性雲からのγ線量は、地表空気中農度を用いずに、放射性物質

の空間濃度分布を算出し、これをγ線量計算モデルに適用して求める。

想定事故時のγ線量については、相対濃度(χ／Q)の代わりに、空間

濃度分布とγ線量計算モデルを組み合わせた D／Q(相対線量と定義す

る)を使用して指針と同様な考え方により求める。 

ｉ．格納容器圧力逃がし装置による有機よう素の除染係数を 50，無

機よう素の除染係数を 100 とする。 

5
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補足 78-7 

参考 原子炉冷却材喪失（ＤＢＡ）との評価条件の比較 

ＬＯＣＡ時注水機能喪失（ＳＡ） 原子炉冷却材喪失（ＤＢＡ） 

追加放出分 FP

原子炉圧力容器気相部への移行

サプレッション・プールのスクラビング

（無機よう素ＤＦ＝１００）

非常用ガス再循環系及び非常用ガス

処理系を用いた排気筒放出

原子炉冷却材中

FP（初期存在量）

格納容器内で

の沈着

格納容器から原子炉

建屋への漏えい率：

0.5％／day

原子炉建屋内の核分裂生成物からの

直接線及びスカイシャイン線を考慮

原子炉建屋ガス処理系

耐圧強化ベント系

追加放出分 FP

サプレッション・プールのスクラビング

によるＤＦを考慮しない

格納容器圧力逃がし装置に

よる除染

格納容器圧力逃がし装置を

用いた放出（地上放出とし

て評価）

耐圧強化ベント系を 

用いた排気筒放出

格納容器圧力

逃がし装置

原子炉冷却材中

FP（初期存在量）

格納容器内で

の沈着なし

原子炉建屋内の核分裂生成物からの 

直接線及びスカイシャイン線を考慮しない

格納容器から原子

炉建屋への漏えい

率：漏えいなし

原子炉建屋ガス処理系

原子炉圧力容器気相部への移行

51
補足79-7



補足 83-1 

83．運転員等操作の判断基準について 

運転員等操作の判断基準及び設定の考え方について，以下に示す。 

運転員等操作 判断基準 考え方 

原子炉減圧 高圧・低圧注水機能喪失，高

圧代替注水系起動失敗かつ

低圧代替注水系（常設）の準

備完了 

注水機能の優先順位を考慮した上

で，注水機能喪失による原子炉水位

低下時には低圧で注水可能な系統の

準備が完了した時点で速やかに原子

炉減圧を実施し，低圧の注水機能に

より原子炉注水を実施する 

サプレッション・プール水

温度；サプレッション・プー

ル熱容量制限 

原子炉減圧に伴うサプレッション・

プール水温度の上昇を考慮しても，

サプレッション・チェンバの最高使

用温度（104℃）を超えない領域とし

てサプレッション・プール熱量量制

限を設定 

サプレッション・

プール冷却 

サプレッション・プール水

温度；32℃ 

保安規定の運転上の制限を踏まえて

設定 

代替格納容器スプ

レイ開始 

（炉心損傷前） 

サプレッション・チェンバ

圧力；279kPa[gage](0.9Pd)

炉心損傷前の格納容器ベント実施の

判断基準（310kPa[gage](1Pd)）に対

して余裕を考慮して設定 

代替格納容器スプ

レイ停止 

（炉心損傷前） 

サプレッション・チェンバ

圧力；217kPa[gage](0.7Pd)

格納容器圧力が高いほど格納容器ス

プレイによる圧力抑制効果が高まる

ことから，スプレイ開始基準から一

定の操作幅を考慮して設定 

サプレッション・プール水

位；通常水位＋6.5m 

サプレッション・チェンバ側のベン

トライン高さに対して余裕を考慮し

て設定 

格納容器ベント準

備 

サプレッション・プール水

位；通常水位＋5.5m 

外部水源による格納容器スプレイ停

止基準（＋6.5m）に対して余裕時間を

考慮して設定 

格納容器ベント サプレッション・チェンバ

圧力；310kPa[gage] 

格納容器最高使用圧力を踏まえて設

定 

52



補足 83-2 

運転員等操作 判断基準 考え方 

ほう酸水注入系の

起動 

サプレッション・プール水

温度；49℃ 

ほう酸水注入系は原子炉スクラム

（自動及び手動）のバックアップ機

能であることを踏まえ，サプレッシ

ョン・プール水温度の手動スクラム

実施基準（49℃）以上で，かつ，なる

べく早いタイミングとして設定 

原子炉隔離時冷却

系の停止 

サプレッション・プール水

温度；106℃ 

原子炉隔離時冷却系の高温耐性

（116℃）に余裕を考慮して設定 
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87． ＩＳＬＯＣＡ時の格納容器バウンダリにかかる圧力及び温度に

対する設計基準事故の代表性について 

インターフェイスシステムＬＯＣＡ（以下「ＩＳＬＯＣＡ」という。）

時の格納容器バウンダリにかかる圧力及び温度は，設計基準事故「原

子炉格納容器内圧力，雰囲気等の異常な変化」の「原子炉冷却材喪失」

（以下「ＬＯＣＡ（ＤＢＡ）という。」）の解析結果を参考に評価項目

である最高使用圧力の 2 倍（0.62MPa[gage]）及び 200℃を下回るとし

ており，以下のとおり代表性を確認している。 

(1) 格納容器内に蓄積する熱量について 

格納容器内に蓄積する熱量（ＱＰ Ｃ Ｖ）は，崩壊熱（Ｑｄ），格納

容器内の液相部の初期熱量（Ｑｗ）及び格納容器気相部の初期熱量

（Ｑｇ）の合計の熱量から残留熱除去系による格納容器からの除熱

量（ＱＲ Ｈ Ｒ）及び格納容器外に流出する熱量（Ｑｅ）を引いた熱量

となる。熱移行の概要図を第 1 図に示す。 

よって，ＩＳＬＯＣＡ及び原子炉冷却材喪失における格納容器

内に蓄積する熱量ＱＰ Ｃ Ｖは，それぞれ以下のとおり表される。 

・ＩＳＬＯＣＡ：ＱＰ Ｃ Ｖ＝Ｑｄ＋Ｑｗ＋Ｑｇ－ＱＲ Ｈ Ｒ－Ｑｅ

・ＬＯＣＡ（ＤＢＡ）：ＱＰ Ｃ Ｖ＝Ｑｄ＋Ｑｗ＋Ｑｇ－ＱＲ Ｈ Ｒ  

(2) ＩＳＬＯＣＡとＬＯＣＡ（ＤＢＡ）の熱量比較 

ＩＳＬＯＣＡと原子炉冷却材喪失（ＤＢＡ）の解析条件等を比

較することで，(1)で設定した各熱量の大小関係を比較し，ＬＯＣ

Ａ（ＤＢＡ）の格納容器圧力及び雰囲気温度の評価が，ＩＳＬＯ
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ＣＡの評価を包含することを示す。ＩＳＬＯＣＡと原子炉冷却材

喪失（ＤＢＡ）の解析条件を第１表に示す。 

【入熱量】 

① 崩壊熱（Ｑｄ） 

原子炉冷却材喪失（ＤＢＡ）では，原子炉熱出力として 105％出

力を想定しており，また崩壊熱評価には保守的なＭａｙ－Ｗｉｔ

ｔの式を使用していることから，ＱｄはＬＯＣＡ（ＤＢＡ）の方が

大きくなる。 

② 格納容器内の液相部及び気相部の初期熱量（Ｑｗ及びＱｇ） 

ドライウェル雰囲気温度の初期条件はＩＳＬＯＣＡ及びＬＯＣ

Ａ（ＤＢＡ）で同じである。サプレッション・プール水温度は原

子炉冷却材喪失（ＤＢＡ）の方が若干高めの設定となっている。

よって，Ｑｗ及びＱｇの合計値はＬＯＣＡ（ＤＢＡ）の方が若干大

きくなる。 

【除熱量】 

③ 格納容器外に流出する熱量（Ｑｅ） 

ＩＳＬＯＣＡ時に格納容器外に流出する熱量は，原子炉減圧操

作を実施する事象発生の 15 分後までに格納容器外へ流出する冷却

材量（50m３：ＳＡＦＥＲ解析結果より）及び冷却材温度（288℃）

から概算すると約 60GJ となる。 

④ 残留熱除去系による格納容器からの除熱量（ＱＲ Ｈ Ｒ） 

ＬＯＣＡ（ＤＢＡ）では，事象発生の 15 分後から残留熱除去系

による格納容器除熱に期待している。仮にＩＳＬＯＣＡでは格納

容器除熱の開始がＬＯＣＡよりも 10 分遅れたとしても，その間の

除熱量の減少は約 26GJ となる。（保守的に除熱量が大きくなるよ
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うに，サプレッション・プール水温度 100℃における残留熱除去系

の除熱量 43MW を想定） 

(3) まとめ 

ＬＯＣＡ（ＤＢＡ）における格納容器への入熱量はＩＳＬＯＣＡ

と比較して大きく，また除熱量については，仮にＩＳＬＯＣＡにお

ける残留熱除去系による格納容器除熱の開始がＬＯＣＡ（ＤＢＡ）

で設定している 15 分から 10 分程度遅れた場合でも，ＩＳＬＯＣＡ

時の格納容器外に流出する熱量の方が大きくなる。 

以上により，ＬＯＣＡ（ＤＢＡ）における格納容器への熱負荷は

ＩＳＬＯＣＡより大きく，ＩＳＬＯＣＡ時の格納容器バウンダリに

かかる圧力及び温度はＬＯＣＡ（ＤＢＡ）の評価結果に包含される

ものと考えられる。 

なお，ＬＯＣＡ（ＤＢＡ）の格納容器バウンダリにかかる圧力及

び温度は破断流が液相流から二相流となるブローダウンエネルギが

減少した時点で発生する。 
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サ プ レ ッ シ ョ ン ・ プ

ー ル

格 納 容 器 外 に  

流 出 す る 熱 量 Ｑ ｅ

格 納 容 器 気 相 部 の  

初 期 熱 量 Ｑ ｇ

格 納 容 器 内 の 液 相 部 の  

初 期 熱 量 Ｑ ｗ

崩 壊 熱 Ｑ ｄ

残 留 熱 除 去 系 に よ る  

格 納 容 器 か ら の 除 熱 量 Ｑ ｒ

サ プ レ ッ シ ョ ン ・ プ

ー ル格 納 容 器 内 の 液 相 部 の  

初 期 熱 量 Ｑ ｗ

崩 壊 熱 Ｑ ｄ

残 留 熱 除 去 系 に よ る  

格 納 容 器 か ら の 除 熱 量 Ｑ ｒ

第 1 図 熱移行の概要図

格 納 容 器 気 相 部 の  

初 期 熱 量 Ｑ ｇ

【ＩＳＬＯＣＡ】

【「原子炉冷却材喪失」】
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第 1 表 ＩＳＬＯＣＡとＬＯＣＡ（ＤＢＡ）の解析条件の比較 

項  目  ＩＳＬＯＣＡ ＬＯＣＡ  

初
期
条
件

原子炉熱出力 
3,293MWt 

（ 100％）  

3,440MWt 

（約 105％）  

原子炉停止後の崩壊熱 
ANSI-ANS-5.1-1979 

（燃焼度 33GWd／ t）  
May-Witt の式  

格納容器圧力 5kPa[gage] 
約 5kPa[gage] 

（ 0.05kg／ cm２ g）  

ドライウェル雰囲気温度 57℃  57℃  

格納容器体積 

（ドライウェル）  
5,700m３  5,700m３

格納容器体積 

（ウェットウェル） 

空間部： 4,100m３

液相部： 3,300m３

空間部： 4,100m３

液相部： 3,300m３

サプレッション・プール 

水位  

6.983m 

（通常水位－ 4.7cm）  
通常運転水位 

サプレッション・プール 

水温度 
32℃  35℃  

操
作

条
件

格納容器除熱 －

事象発生 15 分後に  

残留熱除去系（格納容器スプ

レイ冷却系）による 

格納容器除熱開始 
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89． 「ＬＯＣＡ時注水機能喪失」と「インターフェイスシステムＬ

ＯＣＡ」の敷地境界外線量評価の条件の差について 

「ＬＯＣＡ時注水機能喪」では，格納容器ベント時の敷地境界外の

実効線量を評価しているのに対し，「インターフェイスシステムＬＯＣ

Ａ」（以下「ＩＳＬＯＣＡ」という。）では破断口からの流出及び格納

容器からの漏えいによって原子炉建屋に放出された核分裂生成物がブ

ローアウトパネル等から大気に放出された場合の敷地境界外の実効線

量を評価している。 

両者の放出経路の違いについて第 1 表に，評価条件の差異について

第 2 表に示す。 
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第 1 表 放出経路の違いについて 

ＬＯＣＡ時注水機能喪失 ＩＳＬＯＣＡ 

サ プ レ ッ シ ョ ン ・ プ

ー ル

耐 圧 強 化

ベ ン ト 系

追 加 放 出 分 F P

耐 圧 強 化 ベ ン ト 系 を 用 い た

排 気 筒 放 出

原 子 炉 冷 却 材 中 F P
（ 初 期 存 在 量 ）

サ プ レ ッ シ ョ ン ・ プ

ー ル

追 加 放 出 分 F P

原 子 炉 冷 却 材 中 F P
（ 初 期 存 在 量 ）

サ プ レ ッ シ ョ ン ・ プ ー ル の

ス ク ラ ビ ン グ

原 子 炉 建 屋

気 相 部 へ の 移 行

ブ ロ ー ア ウ ト パ ネ ル 等 か ら の

放 出 （ 地 上 放 出 と し て 評 価 ）逃 が し 安 全 弁 を 介 し た

格 納 容 器 へ の 移 行

原 子 炉 圧 力 容 器

気 相 部 へ の 移 行

破 断 口 を 介 し た

原 子 炉 建 屋 へ の 漏 え い

格 納 容 器 か ら

原 子 炉 建 屋 へ の 漏 え い

逃 が し 安 全 弁 を 介 し た

格 納 容 器 へ の 移 行

原 子 炉 建 屋 原 子 炉 建 屋

6
0
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第 2 表 評価条件の差異について（1／2） 

項  目  

主 要 解 析 条 件  

差 異 の 理 由  Ｌ Ｏ Ｃ Ａ 時  

注 水 機 能 喪 失  
Ｉ Ｓ Ｌ Ｏ Ｃ Ａ  

原 子 炉 運 転 日 数 （ 日 ）  2, 00 0 2,00 0  －  

追 加 放 出 量 （ Ｉ － 131）（ Bq）  2. 2×10１ ４  3. 7×10１ ２

隔 離 弁 の 誤 開 放 等 に よ る

加 圧 事 象 発 生 時 に も ，構 造

健 全 性 評 価 を 実 施 し た 結

果 ，構 造 健 全 性 が 維 持 さ れ

る こ と か ら ，Ｉ Ｓ Ｌ Ｏ Ｃ Ａ

の 追 加 放 出 量 に は 実 績 ベ

ー ス の 値 を 用 い て 現 実 的

な 放 出 量 を 設 定 し て い る 。 

冷 却 材 中 濃 度 （ Ｉ － 131）  

（ Bq／ g）  
4.6×10３  1. 5×10２

隔 離 弁 の 誤 開 放 等 に よ る

加 圧 事 象 発 生 時 に も ，構 造

健 全 性 評 価 を 実 施 し た 結

果 ，構 造 健 全 性 が 維 持 さ れ

る こ と か ら ，Ｉ Ｓ Ｌ Ｏ Ｃ Ａ

の 冷 却 材 中 濃 度 に は 実 績

ベ ー ス の 値 を 用 い て 現 実

的 な 放 出 量 を 設 定 し て い

る 。  

原 子 炉 冷 却 材 重 量 （ t）  289  同 左  －  

原 子 炉 冷 却 材 浄 化 系 流 量  

（ g／ s）  
1.6 8×10４  同 左  －  

主 蒸 気 流 量 （ g／ s）  1.7 9×10６  同 左  －  

原 子 炉 冷 却 材 浄 化 系 の  

除 染 係 数  
10 同 左  －  

主 蒸 気 中 へ の 移 行 割 合 （ ハ ロ

ゲ ン ）（ ％ ）  

よ う 素 ： 2 

よ う 素 以 外 ： －  
2 

Ｌ Ｏ Ｃ Ａ 時 注 水 機 能 喪 失

で は ，よ う 素 以 外 の ハ ロ ゲ

ン 等 の 核 種 は 実 効 線 量 に

対 す る 寄 与 割 合 が 小 さ い

た め 考 慮 し て い な い 。  

主 蒸 気 中 へ の 移 行 割 合 （ ハ ロ

ゲ ン 以 外 ）（ ％ ）  
－  0. 1  

燃 料 棒 か ら 追 加 放 出 さ れ る よ

う 素 の 割 合 （ ％ ）  

無 期 よ う 素 ： 96 

有 機 よ う 素 ： 4 

無 期 よ う 素 ： 96 

有 機 よ う 素 ： 4 
－  

逃 が し 安 全 弁 か ら サ プ レ ッ シ

ョ ン ・ チ ェ ン バ へ の 移 行 率

（ ％ ）  

100  

無 期 よ う 素 ，  

ハ ロ ゲ ン 等 ： 100  

有 機 よ う 素 ： 99. 95 8  

Ｉ Ｓ Ｌ Ｏ Ｃ Ａ で は ，破 断 口

か ら 原 子 炉 建 屋 へ の 放 出

経 路 を 考 慮 し て い る た め ，

逃 が し 安 全 弁 か ら の 移 行

率 は 原 子 炉 建 屋 へ の 移 行

率 分 だ け 100％ よ り 小 さ く

な る 。  

な お ，無 機 よ う 素 ，ハ ロ ゲ

ン 等 は 保 守 的 に 原 子 炉 建

屋 と サ プ レ ッ シ ョ ン・チ ェ

ン バ と も に 100％ 移 行 す る

も の と し て い る 。  

破 断 口 か ら 原 子 炉 建 屋 へ の 移

行 率 （ ％ ）  
－  

無 期 よ う 素 ，  

ハ ロ ゲ ン 等 ： 100  

有 機 よ う 素 ： 0.0 42  

サ プ レ ッ シ ョ ン ・ チ ェ ン バ の

プ ー ル 水 で の ス ク ラ ビ ン グ 等

に よ る 除 去 係 数  

考 慮 し な い  10 

Ｌ Ｏ Ｃ Ａ 時 注 水 機 能 喪 失

で は ，核 分 裂 生 成 物 が サ プ

レ ッ シ ョ ン・チ ェ ン バ を 介

さ ず に 破 断 口 を 介 し て 原

子 炉 圧 力 容 器 か ら ド ラ イ

ウ ェ ル へ 移 行 し ，そ の ま ま

ド ラ イ ウ ェ ル ベ ン ト に よ

り 大 気 に 放 出 さ れ る 経 路

が 存 在 す る こ と を 考 慮 し

て ，保 守 的 に ス ク ラ ビ ン グ

に よ る 除 染 を 考 慮 し て い

な い 。  

逃 が し 安 全 弁 か ら サ プ レ ッ シ

ョ ン ・ チ ェ ン バ へ 移 行 し た 放

射 性 物 質 の 気 相 部 へ の 移 行 割

合  

2 同 左  －  

破 断 口 か ら 原 子 炉 建 屋 へ 移 行

し た 冷 却 材 中 の 放 射 性 物 質 の

気 相 部 へ の 移 行 割 合 （ ％ ）  

－  11 

Ｉ Ｓ Ｌ Ｏ Ｃ Ａ で は ，破 断 口

か ら 原 子 炉 建 屋 へ の 放 出

経 路 を 考 慮 し て お り ，原 子

炉 建 屋 に 放 出 さ れ た 原 子

炉 冷 却 材 は 減 圧 沸 騰 に よ

り 気 相 に 移 行 す る こ と を

想 定 し て い る 。  

破 断 口 か ら 原 子 炉 建 屋 へ 移 行

し た 追 加 放 出 さ れ る 放 射 性 物

質 の 冷 却 材 か ら 気 相 へ の 移 行

割 合 （ ％ ）  

－  4 
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第 2 表 評価条件の差異について（2／2）

項  目  

主 要 解 析 条 件  

差 異 の 理 由  Ｌ Ｏ Ｃ Ａ 時  

注 水 機 能 喪 失  
Ｉ Ｓ Ｌ Ｏ Ｃ Ａ  

格 納 容 器 か ら の 漏 え い 率  

（ ％ ／ d）  
考 慮 し な い  0. 5  

Ｌ Ｏ Ｃ Ａ 時 注 水 機 能 喪 失

で は ，格 納 容 器 か ら 原 子 炉

建 屋 に 移 行 し た 放 射 性 物

質 に よ る 実 効 線 量 の 寄 与

割 合 が 小 さ い た め ，考 慮 し

て い な い 。  

大 気 拡 散 条 件  

χ／Ｑ 

（ s／m３ ）  
2.0×10－ ６

（ 排 気 筒 放 出 ）  

2.9×10－ ５  

(地 上 放 出 ) 

放 出 経 路 を 考 慮 し て ，Ｌ Ｏ

Ｃ Ａ 時 注 水 機 能 喪 失 で は ，

耐 圧 強 化 ベ ン ト 系 に よ る

排 気 筒 放 出 を 考 慮 し て い

る 。  

Ｄ／Ｑ 

（ Gy／ Bq） 
8.1×10－ ２ ０

（ 排 気 筒 放 出 ）  

4.0×10－ １ ９  

(地 上 放 出 ) 
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90．必要な要員及び資源の評価方針 

(1) 必要な要員の評価 

重要事故シーケンス等で実施する作業に対して，「技術的能力に係る審査基

準への適合状況説明資料」で整備されている体制で評価を行い，必要な作業

対応が可能であることを確認する。発電所外から招集される招集要員が行う

作業については，事象発生 2 時間後までは期待しないものとする。 

(2) 必要な資源の評価 

重大事故等対策時において，必要となる水源，燃料及び電源の資源の確保

の観点から，必要水量，燃料消費量及び電源負荷を確認するとともに，7 日

間継続してこれらの資源が供給可能であることを評価する。また，有効性評

価において考慮されていない機器についても，使用した場合を想定して，各

資源について 7 日間継続して資源の供給が可能であることを確認する。 
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